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Public Choiceにおける官僚行動（序説）

加 藤 寬

1 . 問題の所在

今日，「財政危機」論が高まり，'■小さな政府」がーつの価値観となりつつあるが，とりわけJ • 

M . プキャナンとR • E . ワグナーの共著『赤字財政の政治経済学』〔15〕において，民主主義政治 

の落ちいり恩い赤字財政へのメカニズムが分析されて以来，よりいっそう「財政危機」論は強くそ 

の存在を主張するようになった。

わが国の財政にお、ても赤字財政危機論は主流となっているが，はたしてそうなのであろう力、。 

もちろん国債が累増していること自体，その発行額を減らす努力の必要なことは当然だが，I■危機J 

とあえていわねぱならないほどのことであろう力、。まして，増税をするのが当然であり，欧米とく 

らぺて租税負担率が低いといったアナロジーは，いかにも租税負担の高いことが正しいといったよ 

うな主張の感がある。

現まには，財政の収支バランスをとることが財政の健全さというなら，新増税制度を導入などし 

なくても，現行税制でも租税弾性値は1 .2から1 .5へ上昇しているし，さらに脱税の捕促あるいは 

特別減免制を見直すことによって，優に2 兆円は増収となるし，さらに歳出の削減•効率化をはか 

れぱ，「財政危機」などは現段階ではそれほど深刻ではないはずである。

それにもかかわらず，r財政危機J論が叫ぱれる現実は，経済問題に政治性が強くあらわれている 

力、らではないだろう力、。Public Choiceの研究が一'̂ ^の存在理由をもつに至ったのもまさにそこに 

根提がある。 Public Choiceは公共的な選択. 決定が，個人主義の合意形成ルールのもとでどの 

ようにおこなわれるかというプロセスの研究を対象とするものと考えられているが，前掲のプキャ 

ナン= ワグナーの共著も，代議制という民主主義のもとでは，選拳に勝つために財政支出の拡大に 

まりやすいという欠陥があるが故に， J . M . ケインズの赤字財政政策がケインズの意図とはちが 

った結果をもたらすというよく知られた分析を展開している。

そこからでてくる彼らの結論は，それ故に均衡財政を厳しく守り，「小さな政府Jをめざすという 

ことになっている。これはまた，I■世界の流れは変わった」として一世を風びしているM . フリー



ドマンにも共通した結論となっている。この結論自体は決してまちがっていないが，現代社会が簡 

単にそのような結論を実行し得るものとは思えない。事実，行政改革とか小さな政府論は，公共サ 

一 ビスのサボタージュを導びくという形で，納税者を脅迫していることは，アメリカの納税反対運 

動の中でも生じたし，わが国でもゼロ . リストの提示という方式であらわれた。

プキ ャ ナ ン = ワグナー分析〔15〕では，選挙による代議制の欠陥は明快に解明されているが，民 

主主義制では，公共選択によりいっそう重要な役割を果たしているのは官僚である。I■財政危機」論 

を主張することによって官僚は，いかにも，「財政支出拡大=赤字財政」を導びく民主制の政治家た 

ちとはちがって，あい対立した立場にたち，国民の利益を守っているかのようにみえるが，行政改 ‘ 

革に激しく抵抗し，経費節減よりも増税によって財政収支バランスを回復させようする官僚行動は 

決して政治家行動と異質なものではない。

(注） ここでいう官僚は，行政担当者集団と定義しておく。

A . ダウンズは『民主主義の経済理論』〔17〕において民主制の選拳行動を分析したが， さらに 

『官僚制の解剖』の研究に進んだのは，民主制のもとでの公共選択における官僚行動の重要性を認 

識していたからに他ならない。「財政危機J論の本質は（■官僚制危機J 論にある。財政が安定しなけ 

れぱ，官僚自らの縮小につながると考えた時，「財政危機」論が主張されるようになる。

しかし官僚は，市場で取引されにくい財. サービスが増大している今日，決してチープガバメン 

トが実行されることはあり得ないと考えている。市場で取引されないような財•サービスというの 

は，一般に公共財とよばれ' 個人や私企業で供給するには費用がかかりすぎ，しかも消費者に平等 

に提供されなけれぱならないもので，福祉サービスなどがその典型である。もちろんこうした財. 

サービスでも，市場で取引する，つまり料金を自己負担でやることもできるし，また市場取引でで 

きるものを公的に規制している場合もあるので，公共財だからといって，必ずしも公的供給である 

必要はないのだが，現実には，消費者は公的供給を望むので，どうしても政府は高値にならざるを 

得ない。

何故なら，消費者にとっては，公共的部門に財. サービスを供給してもらうということは，受益 

と負担とが直接に結びつかないから，要求を拡大し易いのである。つまり市場で取引される財だと， 

自分で代金や料金を支払わねばならないから，自分の財布以上の要求はしないが，公的部門を通じ 

て供給される場合には，自分が直接負担しないので，過大なサービス要求をしたくなるというわけ* 

である。

しかし政府の財政は結局，国民の税金に頼らざるを得ないのだから，無限のサービスを供給でき 

るわけではない。ところが消費者が要求する以上，それに応えなければ人々の不満が増大するし， 

公共財とはそういうものだということで，公的部門の機構や人員は拡大する一方で，これを削減す 

るということは，公共財供給という政府の責任を果たさないということになる。かくて本来，人々
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の不満をいやすために作られた公共サービス力:，いよいよ人々の不満を増大する結果となりかねな 

い。W . A . ウォーリ ス 〔13〕は，これを『管理されすぎた社 会 （An Over-Governed Society)』 と 

よんでいるが，わが国にもそうした傾向がすでにあらわれ始めている。

行政の効率化要求が高まっているのは，まさに肥大化した公的部門への批判の声であり，また， 

その財. サービスを最大の効用が得られるように供給して欲しいという国民の要望である。ところ 

力;，こうした公共財の供給を効率化して肥大化をおさえようとすることは，簡単ではない。一方で 

はいま述べたように，消費側からの要求は過大な希望をあらわしているし，供給側からすれぱ，ど 

うすれぱ最も効率的になるのかの判断基準がはっきりしていないからである。

官僚制は，この両者，すなわち，納税者の要求と，公共財供給者との中間に立つァプソーバーと 

しての役割をもっている。ちょうど政治家が民主制のもとで，選挙民の要求と国策の決定（公共選 

択）との中間に立ってアプソーバーの役割を果たすのと同じ地位にある。ただ政治家とちがって， 

要求と供給とが必ずしも一致しなくても，財政に不安がなけれぱ，要求増大の必然性があり，しか 

も効率判断が不明確である以上，官僚に危機はない。

もっとも理想的な状態で民主主義が機能している場合には，要求と供給とは一致するはずである。 

何故なら，政府の財• サービスをどのように最適に供給するかを決定する方法として，まず国民の 

意志を代表する政治家を選んで，その政治家が国会で十分に審議し，官僚がそれを行政レベルで実 

施する。もしそれが国民の要求に応えていなければ，政治家は選挙で交代し，国民の要求にあうよ 

うに行政を修正させる。そして国民は自己負担の義務を遂行し，決して過大な要求をしないからで 

ある。

かくも理想的に民主主義が運営されている限り，肥大化したr管理されすぎた社会J は発生しな 

い。政府は必要な公共財を最適に供給し，その管理を効率的に官僚は行い，政治家は国民の意見を 

反映していくはずである。

それなのに，何故 I■管理されすぎた社会」が発生してしまうのであろう力、。それを明らかにしな 

けれぱ，行政の効率化も行政改革も実現することはできない。

さて，民主主義制度を前提とする限り，公共的意思決定は独立の個人の合意を求めることになっ 

ている。その合意のルールには，全員一致が最もよいのは当然であるが，それは理想であってもす 

でにK • アローが明らかにしたように，強制でもしない限り不可能に近い。

全員一致ルールの場合，全員が一致しない時には同意しない人にとってま牲が発生するが（政治 

的外部性)，全員一致すれぱ儀牲はゼロになるから，この点においては合理的である。しかし，全員



を一致させるための費用を考えた場合には，極めて高くなると考えられる。それは，全員一致に近 

づこうとすれば，ただ1人の反対者がいても成立しないため，その1人を納得させる費用が大きく 

なろからである。このことを適切に述べているのは，プキャナンとタロックの次の言葉であろう。

「全員一致ルールの場合には，各投票者は一致のための不可欠の一部となる。その時，各投票者は， 

自らの同意による便益をすべて自分のものとしようとする。……このような状況のもとでは，一致 

はほとんど不可能であるように思われるJ 〔16〕

かくて—致のための費用を考慮に入れると，全員一致ルールが望ましい決定ルールである，とは 

必ずしもいえないことが判る。

そこで全員一致以外の公共的意思決定ル一ルとして最も一般的に用いられているルールは，多数 

決ルールである。しかし従来の産業社会では比較的成功していたこのルールも，いまや多元的価値 

を一つにまとめて意思決定するチャンネルとはなり得なくなっている。

何故なら，多数決ルールは公共的意思決定を行う便宜的手段ではあるけれども，必ず少数者がい 

るわけだから少数者は自ら意思を反映させることができない。少数者は，自分の同意しないことを 

強いられることにより厚生の損失を被ることになるからである。たとえぱとくに，飛行場や鉄道• 

原子炉建設の場合のように，損失は特定一部の地域の住民であり，利得者がその地域と関係のない 

多数の人々であるとき，多数決ルールは機能しないことを示している。

かくて，公共的意思決定を行うためには，多数決ルールをもっとも儀牲の少ないようなシステム 

にしなけれぱならず，そこに政治家，政党という合意形成の担い手となる専門家が登場することに 

なる。個人からすれぱ，そのような専門家を登場させることによって，自分にとって不利な決定を 

減少させることができるからである。

だが，政治家が，予算規模，歳入の源泉，公共支出の構成要素などに対して，常に公共的立場に 

立ち，何ら個人的選好をもっていないと考えることは非現実的である。彼らはそうした問題に関心 

をもち，また政治を通してそれらに何らかの影響を与えると考えるからこそ政治に娃力を感じるの 

であろう。もし，この点を認めるとするならば，たとえば予算の決定に，投票者の選好を正確に反 

映するとは考えられない。

政治家は，代議制民主主義の下では，バッケージの政策を提示して選ぱれるため，そのすベての 

政策に投票者が賛成しているのではなくても，ひとたび選ばれれば政治家自らの選好に基づいて選 

択を行うことができることになる。

すなわち，代議制の特徴は，選ぱれた代表が一つの政策ではなく一群の政策を掲げているため， 

市民は，そのうちのたった一'̂ ^̂ に賛成したのに選ぱれた政治家はその他の政策も支持されたと判断 

することである。このことは，代表者への投票が実は一群の政策への投票であることを意味してい 

る。それは政治家や政党を市民の選好や圧力からかくまう効果をもっていることになる。政治家や
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政党はその限りにおいて，自由裁量の余地をもち，市民の選好を無視しうることを意味しているか 

らである。

そこで選挙民は，公共選択について，自らの要求を的確に反映してくれる専門家集団にその決定 

を委任することを考える。官僚はもっとも費用がかからず専門技術的に判定•調整する力をもって 

いる集団として期待される。代議制民主主義がプラック.ボックスになりやすい欠陥をチェックす 

る能力集団として官僚の専門的能力が有用だからである。

ところがこうして登場した官僚は政治家と同様，自らの効用関数をもっているので，彼らの決定 

が国民および政治家の決定と一致すろ保証はない。そしてこの官僚の効用関数は，自らの属するビ 

ュ ー ロー の相対的大きさによって規定されていると考えられるので，ここでも予算規模拡大へのバ 

イアスが働くと予想される。また，公共支出の効率測定は市場で取引されていないため極めて困難 

であり，その非効率の責任を追及されることもないため，効率化への努力も阻害されるという傾向 

がある。

このように考えると政治家，官僚，市民の関係は，次のように要約することができるだろう。

「自らの効用関数を極大化しようとする政治家，官僚の相互作用を通して供給される公共財（公 

共政策）が市民の選好と一致する保証はない。

そこで市民は，自らの選好と供給された公共財との命離（政治的外部性）の大きさに従ってさまざ 

まの政治的行動を起こし，政治家に影響を与えようと試みる。政治家は,再選の可能性を考慮しな 

がら市民の行動に反応し，公共財の供給量を調整する。

また政治家は，再選の可能性を高めるために市民の選好を調査し，宣伝を行う。現実の公共的意 

思決定はこうした過程の繰り返しであると考えられるので，こうして決定された公共財の量が，公 

共財の理論が教える最適供給量と一致する保証はないJ

かくて，政治家はもちろん，官僚という専門家集団に公共選択を委任することは，国民の要求と 

はかけはなれた結果をもたらすことになる。

ウィルダフスキー〔19〕は，政治局面における人間行動の一現象として予算過程をとりあげてい 

るが，予算においては大統領，政党，行政官，議員，利益集団，さまざまな市民などがそれぞれの 

利益の優位を主張して，抗争し，その妥協と協定の結果が予算であるとする。ところが，現代にお 

ける予算決定は，複雑な政策課題を垣期のうちに解決せねぱならない。よって予算要求，査定側も 

計算の負担をできるだけ軽減しようとして，予算項目のすべてではなく，前年度と較べて変化した 

部分だけを検討し，その他は前年度までの実績をもとにして，少しずつつみ上げていくという増分



主義的方法がとられるよ'うになるという。政策も前述# ように，参加者の意思調節を通じて，断片 

的となり，政策の内容や価値よりも，金額の多少だけに関心をよせ，これを取引の対象とし，問題 

がおこればその都度部分的，一時的な解決を図り，その歴史的積み重ねでもって解決してゆく。全 

体よりも部分的観点に焦点をあて，参加者を説得してゆく，などの方法がとられるといっている。 

しかしながらウィルダフスキーは，それらが予算編成における病理ではなく，政治における生理と 

して，合理的である側面をもつ，と評価している。

野ロ氏〔26〕によれば，この増分主義傾向は予算編成の役をになっている官僚組織内部の過程を 

重視することによって，かなり説明ができる，としている。長期的には，政治家や利益団体からの 

压力，あるいは政治家の得票行動の影響がおよぶことがみられるが，短期的，あるいは毎年の予算 

編成においては，官僚行動の過程が重大であると指摘している。

野ロ氏らによる増分モデルの予算編成への適用はかなり精度の高いものであるが，ここに興味あ 

る結果と指摘がなされている。

まず増分主義モデルを予算総額についてみるのでなく，主要経費別分類における項目にについて 

みていくと，それぞれの経費により増分主義的決定の度合いの強さが異なっていることが判るとい 

う。特に，主要経費の中でも社会保障費，文教費，物件費は増分主義による決定がきわめて典型的 

になされていて，また景気とのからみで決定されるべき所得税減税や人件費などは，年度ごとの税 

収の限界的な影響をうけるものの，それら項目の大部分が増分主參によって決定されていると言え 

る。その点，公共事業支出は，短期的には増分モデルの適用がみられるが，長期的な変化について 

は景気調整支出として裁量の余地を持たされていた。

社会保障支出に増分主ま傾向が強くあらわれるということは，社会保障の個々の制度が独立的性 

格をもっていて，制度の漸次的拡充，ないしは物価上昇に応じた支出増はあっても，既存施策を改 

廃することがきわめて困難であることによると思われる。年度途中の不測の* 態に対しては，補正 

予算において増分的施策の実質効果を保つための措置が採られている結果も得られている。

反面，公共享業支出は長期的財政事情を背景として载量的に決定されている面が見られ，景気調 

整的な要請からかなり激しい変動を伴っている。しかし，このモデルから測定された景気調整策の 

為の支出としては，きわめて低く，①財政投融資②栽量的事業執行調整などの方策によって，景気 

調整のための施策に当てていたと考えられる。

一度拡大された支出は削減しにくいものだが，とくに福祉予算は聖域とされるので，予算編成時 

において官僚も見直しをしにくい項目といえよう。ということは，その時代の世論が聖域を作りあ 

げるということである。そういった意味で，増分主義が今日まで採用されてきたことは，様々な時 

期，時代に応じた社会的要請に適応していたことが想像できる。一見，機械的ルールのようにみえ 

る増分主義ルールが，中 . 長期的にもかなりの柔軟性をもって運用されてきたことは，それがウィ
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ルダフスキーのいう政抬における生理として合理的手段とよべるものであることを誰左しているよ 

うに思われる。

しかしながら，この増分モデルでの経費の伸び率たるバラメーター値の決定は，誰によって如何 

にしてなされてきたのだろう力、。猪口氏の論文によると，日本で1956年以後行なわれた8 回の衆. 

参議院選拳時期とその時点時点の経済情勢との関連に注目してみた場合，完全失業率を除く経済諸 

指標が，選挙年においては，非選挙年に比べて改言されているという。このことは，選拳と経済情 

勢とが政府に有利に働くように動いていることが考えられる力*、，しかし，これば，政府が選挙に合 

わせて，自己に有利に働くように経済を操作していうことを意味するのではなく，むしろ経済情勢 

に合わせて選拳の時期が設定されるという，波乗り的（猪口氏によると，政府の立場が，あたかも経済 

の波に便乗するサーフ• ポードのような現象をもつというもので，それは政府の社会的意思決定中，窗僚機構 

の自律性が強く，相対的に，有権者の要求による選挙上の拘束が弱いケースに現われる現象としている）傾向 

が強いという。これらの傾向が生まれる理由として，①総選挙の時期を，政府の利益に合致させる 

ように伸縮的に決定しうる，②日本の衆議院における中選挙区制度が同じ政党どうしで対立してく 

るケースもあり，そのような場合，有権者は候補者の個性や資質を重視するようになって，マクロ 

経済政策よりも，より地域的な身近な問題に，より強い関心をもつようになるという。また，日本 

の場合，自民党政I Iが比較的順調な経済発展の下で，大きな経済問題をバックとした世論，等の攻 

蔡をうけないですむような形ですすんできたために，国民の間に日常の不満を選挙を通じて表明化 

させるようなインセンチィプが生じなかったこと。経済諸官庁は，マ.夕ロ的経済政策の権利を手中 

に収めながらも，利益団体や政治家のミクロ的な面に対する配分を怠らなかったため，プレトン 

〔19〕の言う政治的均衡の図がかなりできあがってきていたこと，等がいえる。

以上のような理由で，国民は選挙における改革などを望まず，政府に対しては，長期的に不満に 

対応してくれるという信頼感を留保しながら，その中で苦情の声を表明しているようにすぎないと 

している。バラメーターはまさにその仲介項としての調整変数である。

このように，現代の財政運営における主役は，実は官僚であり，それと選挙上の拘束の弱さが伴 

って，官僚の自律性の強さを示すものといえよう。確かに日本の官僚は，経済政策の計画作成や実 

行に関し，内閣や立法府よりも優位に立っている。猪口氏によると，官僚の自律性がより強く働く 

と考えられるのは，金融~>財政~^g業政策の順に見られると言い，特に官僚によってリードされた 

金融政策の効果（好況になること）に応じて，政府が選挙のタイミングを決定してきた傾向がみられ 

るというのが，政治の波乗り現象であった。少なくとも短期的には•，官僚機構が政府与党を主導し 

てきたことは確かであろう。

鈴木氏〔27〕は，政策決定，実行の享実上の主役は官僚であると言う。確かに政党の幹部が提唱 

することによって政策榮議をすることもあるが，そのほとんども，結局各省庁での具体的な作業の



段階であれば，思惑, 利害対立などがからんで，当初の党首脳の為想案とはかなりくいちがった姿 

を呈するようになるという。その理由として，①行政における専門家集団であるだけに，政治家に 

よる官僚に対する支配力には限界がある。②財政ひとつあつかうにも，複雑な問題がからみあって 

おり，経済運営の本質的な政策であればある程，調整が難しくなり，政府自身の総合的な調整機能 

は，まったく働く余地をもたない。このように，日本の場合，実質的な官僚のリードによって政策 

がすすめられてきたことは否定できない。それはとくに情報に関する差別独占形態によってさらに 

強.化される。

ボーチャーデング〔1〕は，官僚がその幹部役員を増大させようという独自の効用最大化行為を 

することによって，官僚の投票力の強化をすすめているという考察結果を出した。ミグ一= ペラン 

ジャー以後の研究によれぱ（デ•アレッシー，バーキンソン）， 官僚行動の要素雇用選好に，ある種の 

バイアスがかかることによって，より多くの労働（もしくは資本）を獲得し，より過大の財政余剰を 

享受するようになるという指摘がなされた。よって，ミグ一= ペランジャーモデルに示されたよう 

に，幹部役員の規模が大きくなり，それだけ多くの官僚（公務員）による投票者層を作っていく， 

ということは予算の拡大を望む官僚中心的選挙区を作りだすことになる。例えぱ，米•テキサス州 

オースチンにおいては，全市投票率58.1%の時，市の公務労働者においては，87% もの高い投票率 

を もったという（1933年マーチン* ロスコによる資料）。

80年の6 月におこなわれた米. 力リフォルニア州の提案9号の否決には，この公務員票がひと役 

買っていた，といわれる。そして州政府や公務員らの反対キャンペーンも大変なものだったようだ。 

だが，はたしてこのような公務員や官僚らの投票運動への働きかけは何を意味しているのだろうカン

プッシュら〔3〕は，官僚のこのような投票行動への参加は，実は社会的意思決定に当って，官 

僚の望む方へのバイアスをひきおこしうることを示した。

ボウユンは投票行為によって，公共財の自発的交換に関する矛盾点を解決できうると考え，人  々

に公共財の最適水準について投票させると，その分布は平均値のまわりにある分布をもって示され 

るとし，もしこの分布が正規分布に近いならぱ，多数決の導入によって，選出された平均値こそが 

サミュエルソンの定式化された公共財の最適水準となるとした。この時，この中位値近くに投票す 

る者を中位投票者と呼ぺぱ，プッシュは官僚の投票行動はより以上公共財•サービスを望む官僚た 

ちが，自ら中位投票者層の中に，あるいはそれをひき上げる形で，さらに上層に浸透することによ 

って中位投票者層にシフト. バイアス（つまり，より多くの公共財• サービス供給を可能にするような）を 

かけ，その結果，より多くの官僚（公務員）雇用バイアスを生むチャンスを与えるとした。それに 

よって，増大された官僚（公務員）は， さらに公共財•サービス水準を循環的にひきあげてゆくこ 

とが，可能となる。さらに，官僚らの政治運動や，様々な公務労働者達との共謀運動は，官僚らの 

立場を重ねて有利にしてゆくと考えられる。

-----10 ------
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また，もしもこの財. サービスが福祉支出のように，有者にぱらまかれてゆくようなものであ 

り，そして負担意識のうすい国債発行でその費用がまかなわれてしまうならば，中位投票者層の官 

僚サービスに対するよりいっそうの需要を生み続ける怖れは確実にある。

また，今日官僚から政治家への転身がどんどんふえてきている（1980年来自民党代議士の内，官僚Si 

身は衆院で24 .8% ,参踪で36.3%)。その結果，巨大化.複雑化した巨大政府内における強力集団を台 

頭させるために最高意思決定者を中枢に送りこみ，政策形成に直接参加するという権力志向のあら 

われになるといえる。フライ〔18〕は，公務員は自分の政治活動のための費用はすべて納税者の貪 

担でまかなえる特権をもつという。 .

今後，このような官僚の民主政治領域への侵入はふえつづけ，官僚による財政の主導独占への號 

れに，ますます拍車をかけよう。かつてM . ゥ:n — バーが近代官僚制を特長づけた時，彼はその明 

確な権限の存在と，専門技術的能力を合理的• 能率的しくみとして評価した。それは君主への忠誠. 

と厳格な身分的階層制によって成立していた古い官僚制が議会民主制によってコントロールされ， 

情実任用に代わる資格制によって近代化されたものとして登場してきたからである。

しかし現代官僚制は，このゥ》—バーのいう近代官僚制とは異質のものとなりつつある。たとえ 

ば，近頃，官僚による官僚論が多くなってきた。そして官僚から政治家への転身が目立っている。 

高級官僚からの転身は以前からあったが，最近は若手官僚が将来の局長.次長への道をあっさり捨 

てて，政治の世界にとびこんでいる。これは明らかに新官僚群の登場というべきである。

なぜ彼らは惜しげもなく官僚という輝かしき道を捨てるのであろう力、。第一の理由は，社会生活 

がその規模を拡し，複雑化の度合いを深め，巨大な政府，巨大な企業が出現したことにある。

強力になった集団が，自らの代表者を最高意思決定者として送りこもうと考えるのは，自然の成 

り行きである。企業の場合，それは当然のこととして行われているが，官僚の場合はそうはいかな 

L、。事務次官にはなり得ても，官僚機構にいる限り最高意思決定者にはなれないし，国会では常に 

政治家に圧迫されて，自らのすぐれた能力も発揮できないまま屈辱に耐えねばならない。官僚制を 

支えるエリートたちには，それは息のつまる「限界』なのである。

第二の理由は，巨大化しかつ複雑化した社会での官僚制は，特殊専門的な技術体系をもち，その‘ 

発達の過程で自律性をもつに至る。自律性とは自ら目的を設定し，その目的を追求する権力をもつ 

ということである。そのためには，官潭は行政にのみとどまることはできなくなる。政策形成に直 

接参加するという権力志向が明瞭になり，行政から政治への進出を不可避にする。

かつて高級官僚から政治家へ転身した人々のタイプは，官僚制を登りつめた人たちの再就載のそ 

れであった。しかしいまや，官僚から政治家への転身は，意識すると否とにかかわりなく，明ら力、. 

に自律性をもった官僚群の権力志向型になりつつある。

従来，公共財をめぐる議論では，何故か官僚機構をbuild i n したモデルは作られなかった。公
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共財を需要する住民と，公共財を供給する政府が存在し，その最適量を投票で決定するメカニズム 

をもっぱら取り扱ってきた。つまり，住民と被選拳者（あるいは議員）の対時するモデルではあって 

も，公共財を実際に供給するオペレータについては，その存在を除外してきた。そして，この住々  

にして複雑な性格を示すオペレータは，公共財の需要を摂取した議員たちの指令に従って，公共財 

の供給を忠実に執行する機能という具合に，単純化されてきた。しかし，唯一の例外的モデルは， 

ニスカネン〔8 〕によって，描かれてい る （I968年）。すでにニスカネンのモデルについては多くの 

解説があるが，基本的なモデルなので，その関連する点に限って要約しておこう，

ニスカネンによれば，官僚の特性は，

④自分の部局の総予算を最大化する。

⑤予算と，公共サービスを対応させる。

という，きわめて単純な仮定である。そしてそのモデルも簡単である。

記 号 7V:効 率 的 総 費 用 ム ン 共 サ ー ビ ス 量 総 予 算  

Tc=cQ + dQ 文

T c ^ B の条件下に

b

r三田学会雑誌」74卷 1号 （1981年2月）

まず1階の条件は，限界費用についてはTc':

dB

dTc
dQ

= 0 よ り Q =cめ d Q であり，限界予算

が住民の限界価値に反映すると考えて，かニ| g = 0 よ り Q = a lb である。

今官僚の都合で上限を力 = a lb とし，下 限 を = とする。実は官僚のご都合主義が通

用しない場合は，競争均衡条件'より

ぜ = ゆ =0 
BQ dQ

そこで£ を選択するのは，£ > ◎の時である 

2ろC

BTC

力、ら，fl<
b-2a の条件下で行われる。Q iQ

2bc
の条件b一2<z 

がつく。

さて，以上の前提を図示して考えると右のよ 

よになる。官僚がS ' lという低い水準の限界予 

算をとると，公共サービス量はとなり，

12
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総 費 用 と 等 し く な っ て 「無駄」がないといえる。し力、し，5 りよみ£ ではかられ，Tc'=gg_ 

で， であるから，住民の選好は無視されたところで効率化が達成されることになる。

他方，官僚がいう水準の限界予算をとると，限界価値はゼロとなり，とea力 >ej1z^とな》, 

総予算は効率的な総費用を超過してしまう。また官僚は，その地域では独占的であるから，£とク 

のどちらかの公共サービス量を選択できる。つまり，競争的状態で均南CTcトが）する点， £*  

とのどちらも選択するインセンチィプを何ら持ちえないのである。

これが，ニスカネンの官僚行動の分析要旨である。つまり，公共サービス供給に対して，独占的 

にふるまえるから，予算の消化を効率的に行ったとしても，あるいは放漫的に予算消化を行っても， 

住民の選好は無視される傾向があると彼は主張する。ところが，複数個の競争的政府が存在すれば， 

互いに同じような値値意識を持つ構成員で成り立つ社会が，住民の移動で可能になり，選挙プロセ 

スを通じて予算消化に対して住民側の意向を十分考慮するようになるという反論が可能である。

しかし官僚たちが選拳プロセスに対して，かなりの影響力を持つと考えた場合はどうか。現実に 

も官公労の組合出身，あるいは官公労の意向をもとに議員になるケースはふえている。また，官僚 

出身の議員は，戦後一貫して増加しているのである。そこで，官僚が選拳プロセスに対して持つ力 

を定義する必要がでてくる。

まず，選挙において，死票を最小にするように官僚たちは行動すると考える。そこで，票の分散 

を極度に回避しようとする。また，自らの部局の総予算を最大化させるために，仕♦ を見つけ，そ 

こに人をはりつける。つまり，官僚の人口を増加させる性向を持つことは，前述のニスカネンの説 

明で，「ムダな予算の使い方J の例に該当しよう。それに対して，一般住民は十分なチ:Cック機能 

を持たないし，票もかなり分散していると仮定してみる。以上の仮定から，官僚たちの票の分散を 

•Sftとし，他の住民の票の分散をSSiftとする。そして，住民人口に占める官僚人口のシュアをg と 

する。もちろん，Sb, Snb>0, l > g > 0 である。ここで官僚の選拳影響力をび6 とすると，

Ub= s,g + sj>(\-g^ となる。さて’

^= iS n b iS ^ ,g  + Snb(l-g')-)-gSnb(iSt>-Sbn')'}iS, + SnbO.-g)y^

= ((l-5„6)^(S6-S„6)+5„62)(S6 + 5n6(l-^))-2>0

同様に計算すると， -

l^=^g iS ,g+ Snba-g)')-gSnb(l-g ')XS t + Snb(l-g)-^

=g^St,iS, + Snba-g')Y^>Q 

dUt：5n--^  ダび ft け  S*7i6(1 -  g))-2<0
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となるから'，ひ6 は，官僚人口のシニアを増加させる力、，あるいは，票の分散をなるべく小さくす 

る戦略によって増大させることができる。そして，常に官僚は，このいずれかの行動をとろうとし 

ていると考えよう。ニスカネンの例は，前者の部類に属するといってよい，

官僚の選挙影響力の分析は，プッシュとデンゾゥ〔3〕によって言及された。彼らは，官僚の投 

票率と住民の投票率の相違と住民人ロに対する官僚人ロのシ* アを説明変数にして，分析している。 

彼らの記法に従うと，

Ft

V, + Vnba-\')

官 僚 の 投 票 率 Fnろ：住民の投票率 17:官僚の人口比率となる。

彼らの結論は，

V„>v^b (おそらく 7ftぐ2 の場合，官僚の人口比率の上昇は，選挙影響力:rを上昇させ，お 

そらく，lim 7T = 1にまでなるであろう。そして，7Tが1に近づけぱ近づくほどチ:Cック機能がぱた 

らかず，一種の独占力によって，g にもはずみがつき，累積的な速度で1に近づいてゆくと述べて 

いる（F ig1も参照。同様の現象有り），

しかし，問題は，官僚と住民の投票率の単純な格差からこのような結論は直接導びき出せない。 

何故なら， 1人 1票，官僚も住民も同一のゥキイトの1票であるから，官僚の票も住民の票も総投 

票数の中に混合されてしまい，投票率それ自身の高さから選拳に対する影響力を云々することに無 

理があるからである。というのは，官僚たちの票の分散が高けれぱ，グループとしての結集力は弱 

まってしまうからである。その結集力を高めることは， r計画行政J をより有利にするであろう， 

そこに官僚体制が強化される根拠を求めることは大きな誤りではないであろう。

そこで以下，細野助博氏（筑波大学）の協力を得て，官僚がいかにして影響力を結集するかをモ 

デル化しておこう（以下K-Hモデルとよぶ)。

K - H モデルでは，官僚達と住民の投票率よりも，その投票の分散を尺度にし，その結集力の代 

理変数とした。これを図示すると

r三田学会雑誌j 74卷 1号 （1981年2月）

となる。符号は関係をあらわし，偏微分の符号と同じ意味である。とすれぱ

であるから

£f_^0 — '^0 
ds ’ dP〉

BE dP dE _  
お一あホく
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r三田学会雑誌j 74巻 1号 〔1981年2月）

となることは自明である。また投票の密度函数は正規分布を仮定する。ということは，投票対象を 

ある連続の政策の束（bundle)とし，何らかの変換によって，正規分布で近似できることを意味し

—— 16——
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ている。

さて，我々の影響力指数は，

Public Choiceにおける官僚行動

U,：
Si,g+Snb(.^—g^

で

であることは前述した。ここで， 

0< S 6 <みろ:^3.0
X,

と便宜的におく。本質的には正であることを仮定すれぱたりる。ただ数値計算上の便宜性で3 .0以 

下とした。これは標準正規分布のを想定しても 'らおう。つまり，1ZI く 3 . 1 という含み 

を持っている。または，20%から10%きざみで上昇させている。勿論，& は官僚達の投票分散， 

Snbは住民の投票分散，17は官僚の人口比率であることは前述したとおり。

シミュレーションは243ケースであり，そ れ は は す ベ て , 1.0, 2.0, 3.0の 3種のバラメー 

タ値にコントロールしている。一方，5ftは S«ftと同値の1.0, 2.0, 3.0をはじめに，分散を1/10, 

ずつ，縮小してゆく過程を眺めるために，0.1, 0.2, 0.3, 0.01, 0.02, 0.03のバラメータ値をと 

る。また，g は0.2から1.0までの9段階で，g=1.0は全員が官僚（！）になった状態である。 

さらに，ひ6 の上昇がの上昇によってどの位引きおこされるかを調べてみる。これは，

と唐かれる。（F ig 2)

また，Sbの減少がUbをどれほど増加させるかを調べてみる。これは，

£̂ Û >=U-が - U-が

と* かれる。（Fig 3)

さて，シミュレーション結果を眺めてみると，

① ま > 。’ く0’ 嚴 > 。

となる。（F ig 1 ) これは偏微係数の符号条件に一致している。

ほ1 a雙 < 。，f t > 。，

となる。（t a b  1 ,TAB 2, TAB 3)

(I) Sjv6の3つの水準（5nn6 ニ 3.0, 2.0, 1 ,0 )に対して，g の0.1単位の上昇によるC/ftの増加は， 

S„6 = 1 .0の場合が最も効果がある。（Fig 2)

(F) Sftの減少が， をどれ程増加させるかも検时すると，0.1の水準でのSftの減少で底になる。 

また，g の上昇によって一様にt/ftの増加水準は向上する。 '

— 17 ——
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次にケース毎に眺めて見よう。CASE I は 5ft = (3.0, 2.0, 1.0), 5*6=(1.0, 2.0, 3 .0 )のべ 

ア一 ， CASE I  は &=(0.3, 0.2, 0 .1 ) ,5nろ(0.1, 0.2, 0 .3 )のペア一 ， CASE 皿は 56(0.03, 

0.02, 0.01), 5«6(0.01, 0.02, 0 .03 )のペア一である，

m t/• を上昇させる為の戦略を考えると，OT F,戦略の優先性ンで表現する）CASE I の場合はJ 

5ftを2単位減少>  を2単位増加

しかし

みを 1単位減少< Srtftを1単位増加 

CASE I ,  CASE n の場合とも 直論操作

I  <  AS»» t

でどのような単位の移動においてもの増加がSbの減少の戦略よウも優れている，（Fig 3) 

^ さて， を上昇させる紘合戦略を考えてみよう• 総合戦略とは0 を増加させ， を減少させ， 

5„6を増加させる戦略を同時にとった場合のAC/ftの動きを眺めてみる.

CASE I の場合は， iTの増加にともなって，（Sftふ， の戦略は，上昇カープを描く力*、， 

限界効果適減の法則が働、ている，

CASE H の場合は，歹=0.5を頂点にして総合戦略はいずれもf/»に対する限界効果を減少させ 

ている。

CA SE皿の場合は，17=0.4を頂点として，CASE B：と同様の形状を持つ。ただし，CASE m 

の場合のg の上昇に対する限界効果は，著しく下降している。（Fig 4)

K . H モデルの結論 

世論操作によって

①官僚の都合のよいように非官僚住民の分散を大きくして，自らの獲得票を多くする戦略が最 

もよい0 何故なら，官僚の住民人口比を上昇させることは限度があるからである。

© また住民人口比に占める官僚人口が低いことが一般的なので，自らの争点に対する分散を小 

さくする戦略には限界があるからである。

(=)官僚の意見の分散を小さくする戦略の限界生産力は遞減的である。かなり分散を小さくしない 

とB © より劣ることになる。すなわち意見を分裂させる方がまとめるより効果的である。 

◎意見の分散がある時は，官僚の人口比を上昇させる効果は戦略として大きい。
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